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＊　〔訳注 以下同じ〕本稿は、Walter Fairleigh Dodd, The Revision and Amendment of 






同書の全体構成は、第 1 章　最初の憲法会議、1776－1783、第 2 章　憲法会議、
1784－1908、第 3 章　憲法会議の法的位置、第 4 章　州憲法の修正手続、第 5 章　
州民投票の機能、となっている。州憲法の修改正手続については、20 世紀後半以降、














として、2 つの方法を作り出した。第 1 の方法は、そのための目的で選任
された憲法会議（constitutional convention s）を通じて憲法を変える方法

























明らかになった。ジェイムソン判事（Judge John A. Jameson 1824-1890）は、
1887 年の講演で、以下のように語っている。








の 60 年間は、両方の方法を認めていたのはわずかに 4 つの憲法のみであっ
た。1787 年の連邦憲法、1790 年のサウスカロライナ州憲法、および 1792
年と 1831 年のデラウェア州憲法がそれである。しかしながら、1835 年か
ら 1885 年までの間においては、憲法会議による修正についてのみ規定を
置く憲法は 10 個であり、立法部による修正についてのみ規定を置く憲法

































































⑵　1776 年デラウェア邦憲法では、「一定部分」として、権利宣言の部分、第 1 条（邦





における 3 度の読会および 3 度の上院における読会を経て、両院の総議員




3 分の 2 の多数により議決されなければならず、その後、各院における 3
か日にわたる 3 回の読会を経場合にのみ、憲法の一部とすることができ
る。」

















1897 年）、ジョージア州憲法（1798 年）、ミズーリ州憲法（1820 年）、アー

















を 1868 年に採択し、いまでもこれを維持している。⑶1895 年サウスカロ
ライナ州憲法には、以下のように規定されている。「これ（単数もしくは

























































































































































ろが、1850 年ミシガン州憲法、1851 年オハイオ州憲法、および 1852 年
ルイジアナ州憲法が、立法部の提案を 1 度とする簡明な修正手続を採用し、
これ以降、この方式が、最も一般的なものとして、新しい憲法群に採用さ
れた。1885 年以降採択された 17 の州憲法のうち、3 つの州［原注 12］以
外は、立法部の行為は 1 回のみとする法制を規定した。オレゴン州は、
1906 年の憲法修正により、これに類似する規定を設けた。最近の事情を





認め［原注 13］、7 州は同じく両院各院の総議員の中の 5 分の 3 の票決を
要求し［原注 14］、17 州は両院各院の総議員の中の 3 分の 2 の票決を要




議決については、両院の 3 分の 2 を決議要件にした。マサチュセッツ州は、
1821 年の憲法修正により、1 回目と 2 回目の提案双方について、上院の
過半数による承認および下院の 3 分の 2 による承認を要件として求めた。
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一時は、第 1 回目、第 2 回目の立法部の提案について、いくつかの州が、
立法部の票決に 3 分の 2 または少なくとも 5 分の 3 を要件とする取扱い
に従った。けれども、1838 年にペンシルベニア州が、各院総議員の単純
な過半数を規定した以降は、これがより一般的な要件となった。現在 2 つ
の連続した会期における立法部の提案を要求する 14 の州の中で、10 州は、
当該提案について、各院の総議員の過半数の票決での提案を規定している。
［原注 16］他の 4 州では、上記コネチカット州とマサチュセッツ州の規定
が援用されている。バーモント州は、1870 年の憲法修正により、第 1 回
目の提案については、上院総議員の 3 分の 2 および下院総議員の過半数を
要件としたが、第 2 回目の提案については、単純に各院総議員の過半数を
要件とした。［原注 17］1870 年テネシー州憲法は、第 1 回目の提案につ













州憲法は 5 年に 1 度の頻度でのみ修正の提案を認める。テネシー州憲法は
6 年に 1 度だけ、バーモント州は 10 年に 1 度だけ認める。［原注 19］イ
リノイ州憲法の規定は、同一の会期において 1 か条を超える修正を提案す












































州の選挙権者の 5 分の 3 による承認を得なければならないとしている。ま
た、ニューハンプシャー州は、いかなる憲法修正も、これについての投票




















憲法、1857 年アイオワ州憲法、1821 年マサチュセッツ州憲法、1864 年
ネバダ州憲法、1844 年ニュージャージー州憲法、1894 年ニューヨーク
州憲法、1889 年ノースダコタ州憲法、1873 年ペンシルベニア州憲法、
1842 年ロードアイランド州憲法、1870 年テネシー州憲法、1870 年バー
モント州憲法、1902年バージニア州憲法、1848年ウィスコンシン州憲法）
⒝　修正の回数、頻度、および性質に加える制限
 　（1874 年アーカンソー州憲法、1876 年コロラド州憲法、1870 年イリ
ノイ州憲法、1851 年インディアナ州憲法、1859 年カンザス州憲法、





 　（1901 年アラバマ州憲法、1874 年アーカンソー州憲法、1870 年イリ
ノイ州憲法、1851 年インディアナ州憲法、1898 年ミネソタ州憲法、









 　（1879 年カリフォルニア州憲法、1885 年フロリダ州憲法、1889 年ア
イダホ州憲法、1898 年ルイジアナ州憲法、1819 年メイン州憲法、1867
年メリーランド州憲法、1875年ミズーリ州憲法、1908年ミシガン州憲法、
1875 年ノースカロライナ州憲法、1906 年オレゴン州憲法、1889 年サウ










initiation of constitutional amendments）を認めるもの。



























































サウスカロライナ州では立法部の会期は年 1 回なので、議決に 2 年は要す
るが、このことが大幅な遅延を引き起こしやすいということにはならない。
ミシシッピ州の立法部の常会は 4 年毎に行われるので、ここでは、憲法
の修正過程が特に遅くなる。1900 年 3 月に立法部によって提案された 2
つの修正案は、1900 年 9 月に 11 月に州民投票に付され、これが立法部の
議決により憲法に挿入されたのは、1904 年 1 月であった。［原注 25］こ





















































































州憲法は、最初の修正提案に上院議員の 3 分の 2 と下院議員の過半数の議
決要件を規定し、2 回目の立法部の議決を「上院および下院議員の過半数」
と規定する。そして、この文言は総議員の過半数を要求していると解され




事件（Green v. Weller）［原注 32］において、裁判所は、「各院の 3 分の 2」





ている。両議院の議決は、「出席しかつ票決に加わった（present and voting 

































































































































































































































































事件［原注 69］においては、はじめの立法部が単一の法案で 17 の修正を
提案したのであるが、次の立法部は 17 個のうちの 8 個のみを承認の上で、




































公告（publication of proposed amendments）に関する条項が含まれている。
ミシシッピ州憲法は、3 か月間の公告を要求する。ミシガン州憲法は、提









いる。［原注 73］修正の提案のためには 2 つの立法部の議決が必要である
とする 14 の州のうち、11 州は、1 回目の議決から 2 回目の議決の前まで
に何らかの形による公告を行うことを要求としている［原注 74］。しかし、



































4 週間は 28 日を意味するといわなければならないとするならば、要求さ
れる 4 回の公告は、11 月 6 日に先行する 28 日の間に行われなければなら
ない、すなわち、10 月 9 日木曜日から 11 月 5 日まで、両方を含んで、公
告は、前者より早くても後者より遅くてもいけないと言わざるを得ない。
しかし、カウンティでは木曜日には新聞は発行されておらず、10 月 9 日
には公告を開始することはできなかった。また、土曜日が公布日であると
すれば、投票に先立つ 28 日の期間内における最初の新聞折込日は 13 日
になるであろう。もし、官吏が 28 日というぎりぎりの限界をカバーする
ために前もって土曜日に公布したとすると、彼は 31 日を取り込んだこと
になる。しかし、彼は最終の 28 日間に週 1 度の公告を果たすことはでき
ないであろう。かくして、彼は、憲法の引いた一線を逸脱することになる








































に各カウンティの 1 紙における 10 日間の公告を規定し、もし、新聞紙が
ない場合は公共の場所 5 か所における掲示を要求している。ネバダ州は、
投票の 30 日前、各カウンティにおける 3 度の公告を要求している。ノー
スダコタ州は、投票直前に各カウンティの 1 以上の新聞紙に 2 回の公告を
行うことを要求し、もし新聞紙がない場合は告示文の掲示を要求している。
ニューヨーク州は、投票前 3 か月の間に、各カウンティで発行されている






















































































みやすい形式とし、印刷部数は州内の登録投票権者数の 1 から 1.5 倍とす
る。そして、当該修正または提案についての投票日の少なくとも 30 日前
には、州内の各カウンティの事務職員宛に、当該カウンティの登録投票権







































































































1907 年法に基づく投票が 1908 年に行われたところである。［原注 97］オ
レゴン州では、1903 年法に基づく投票を 2 回行い（1904 年 6 月、1906 年
6 月）、1907 年法に基づく投票を 1 回行った（1908 年 6 月）。オレゴン州は、
新しい方式を判定するさらなる基礎を有する唯一の州である。1906 年、
オレゴン州の州民に対して、5 つの憲法修正案と 5 つの法律案によって成
る 10 個の法案が提出されたが、これらの 1 つである、選挙権の平等に関



























めて約 60 頁、1908 年に刊行されたパンフレットは 128 頁であった。ただ、

















であることは明白である。」オレゴン州で 1908 年 6 月投票のために発送
されたパンフレットは、1906 年に送られた者の 2 倍の頁数があり、郵送





1900 年…………13,615.75 ドル 
1902 年…………24,051.28 ドル 
1904 年…………12,351.55 ドル 











場合は、印刷代と郵送料両方合わせても、おそらく 1902 年および 1908
年行われた公告の費用を下回ることであろう。








 1904 108,079 $17,699.30 $3,24237  
 1906 107,731   21,240.00   3.231.97  



























断すると、おそらく 1903 年の 5 つの短い提案についての公告に 7 万ドル

















公告期間を 3 か月間から 1 か月間に改める修正案は、阻止されてしまった。
原注
1）Jameson, Constitutional Conventions, 4th ed., 550-551. Charles S. Bradley’s Methods of 
changing the Constitutions of the States, especially that of Rhode Island (Boston, 1885), ap-
pendix pp.78-82.⑻ も参照のこと。独立革命以降に採択された州憲法のうち、1790 年
⑻　Charles S. Bradley’s Methods of changing the Constitutions of the States, especially that 









3）例えば、1801 年のニューヨーク州憲法会議は、1777 年憲法の 1 条項の解釈を決定
することを主たる目的として召集された。
4）1776 年デラウェア邦憲法第 30 条
5）1778 年サウスカロライナ邦憲法第 44 条
6）1776 年メリーランド邦憲法第 59 条
7）このような条項が、1819 年、1865 年、1867 年アラバマ州憲法と、1845 年、1866 年、
1868 年テキサス州憲法に含まれていた。
8）この問題については本書 196 頁を参照のこと。類似する文言は、1832 年および
1868 年ミシシッピ州憲法に見ることができる。
9）Ford’s Writings of Jefferson, ii, 29, 30. New Hampshire Town Papers, ix, 841. ジェファソ
ンの考えは、変更提案の承認は、カウンティ・ミーティングにおいて 3 分の 2 の多
数によって行う、というものであった。






めには、「当該公職の選挙における最高票数の 3 分の 1 を下回らない」賛成票が必
要である。一方で、立法部提案による修正案については、その賛否につき要求され
ているのは、単純過半数である。修正提案に関する州民発案の制度は 1906 年と


















 番号 1、6、7、および 8 の提案は州民投票により拒絶されたが、他の提案は採用さ
れた。法律案と州憲法修正案についての州民発案という提案は、アーカンソー州の
立法部により 1909 年に承認され、1910 年 9 月に州民投票に提出されることになっ
ている。Arkansas Acts, 1909, p. 1238. 参照。1909 年にネバダ州立法部により承認さ
れた提案はこれに類似しているが、そこでは、州民に対して効力を発するためには、
次に招集された議会に提出されかつ承認されなければならないとしている。Nevada 
Laws, 1909, p. 347. 参照。
12） この 3 州とは、1889 年ノースダコタ州憲法、1894 年ニューヨーク州憲法、1902
年バージニア州憲法である。
13） この 6 州とは、アーカンソー州憲法（1874 年）、ミネソタ州憲法（1857 年、1898 年）、
ミズーリ州憲法（1875 年）、オクラホマ州憲法（1907 年）、オレゴン州憲法（1906 年）、
サウスダコタ州憲法（1889 年）である。
14） この 7 州とは、アラバマ州憲法（1901 年）、フロリダ州憲法（1885 年）、ケンタッ
キー州憲法（1891 年）、メリーランド州憲法（1867 年）、ネブラスカ州憲法（1875 年）、
ノースカロライナ州憲法（1875 年）、オハイオ州憲法（1851 年）である。
15） この 17 州とは、カリフォルニア州憲法（1879 年）、コロラド州憲法（1876 年）、ジョー
ジア州憲法（1877 年）、アイダホ州憲法（1889 年）、イリノイ州憲法（1870 年）、
カンザス州憲法（1859 年）、ルイジアナ州憲法（1898 年）、メイン州憲法（1819 年）、


















18） この 11 州とは、アーカンソー州憲法（1874 年）、コロラド州憲法（1876 年）、イ
リノイ州憲法（1870 年）、インディアナ州憲法（1851 年）、カンザス州憲法（1859 年）、
ケンタッキー州憲法（1891 年） 、モンタナ州憲法（1889 年）、ニュージャージー州
憲法（1844 年）、ペンシルベニア州憲法（1873 年）、テネシー州憲法（1870 年）、バー
モント州憲法（1870 年）である。
19） ペンシルベニア州憲法の制限は、1838 年憲法にも、もう存在していた。バーモン
ト州憲法委員会は、1910 年 1 月の報告書において、修正を許可する規定の承認は
議会のいずれの会期でも行い得るようにすることと、第 1 回目の提案は上院の 3 分
の 2 よりも過半数にてなし得るようにすることを勧めている。ニュージャージー州
のフォート知事は、1908 年に、3 年に 1 度の修正案の提出を認めることを推奨した。
20） Kadderly v. Portland, 44 Ore., 118.
21） バージニア州憲法にも類似規定が存在する。
22） ここにいう 11 州とは、以下の州である。アラバマ州、アーカンソー州、イリノイ
州、インディアナ州、ミネソタ州、ミシシッピ州、ネブラスカ州、オハイオ州、オ
クラホマ州、テネシー州、ワイオミング州。











25） Mississippi laws, 1904, PP.223, 225.







26） すなわち、仮に修正提案が 2 年ごとに行われる通常会の奇数年の早春に提案され




27） Studies in History and Jurisprudence, 124-213.
28） Lowell, Government of England, i, 3.








 1908 年のアメリカ政治学会（American Political Science Association）誌に掲載された













30） 右事件の主張を参照のこと。Holmberg v. Jones, 7 Ida., 752, 757, 758.
31） コネチカット州憲法、メイン州憲法、マサチュセッツ州憲法、ミネソタ州憲法、
ミシシッピ州憲法、ノースカロライナ州憲法、バーモント州憲法。
32）32 Miss., 650 (1856).





































 South Carolina House Journal, 1906, pp.47-49.
39）Koehler v. Hill, 60 Iowa, 543 (1883); State v. Brookhart, 113 Iowa, 250 (1901).
40）People v. Strother, 67 Cal., 624; Thomason v. Ruggles, 69 Cal., 465; Oakland Paving Co. 




41）Worman v. Hagan, 78 Md., 152.
42）憲法上の禁止事項に係る修正、24 Kan., 700.
43）State v. Herried, 10 S. D., 109.
44）West v. State, 50 Fla., 154.
45）People v. Loomis, 135 Mich., 556.
















48） 本件事実は、Senate File No. 31, 25 Neb., 864, 883, 884. に関するものとほぼ同様で
ある。
49）22 Mont., 354.






51）Delaware, 1792, 1831; Louisiana, 1845.
52）Jameson, Constitutional Conventions, 4th ed., pp.492, 593. ま た、Green v. Weller, 32 
Miss., 677. も参照のこと。






54）43 La.Ann., 590 (1891).
55）Murphy Chair Co. v. Attorney-General, 148 Mich., 563 (1907).
56）State v. Dahl, 6 N. D., 81 (1896); Commonwealth v. Griest, 196 Pa.St., 396 (1900); 関連
して Senate File No. 31, 25 Neb., 864 (1889); さらに Koehler v. Hill, 60 la., 543, 558. も
参照のこと。
57）Warfield v. Vandiver, 101 Md., 78 (1905).
58）連邦憲法に対して提案された修正についても同様である。
 Hollingsworth v. Virginia, 3 Dallas, 378, また、Jameson, Constitutional Conventions, 4th 
ed., 586-592. を参照のこと。
59）Hatch v. Stoneman, 66 Cal., 632 (1885).
60）Warfield v. Vandiver, 101 Md., 78 (1905).
 Commonwealth v. Griest, 196 Pa.St., 396, 413, 414, および State ex rel.  Morris v. Mason, 
34 La. Ann., 590, 649-655. では、同じ論点が取り上げられたが、退けられた。ルイジ
アナ州裁判所は、立法行為それ自体と修正案の提案および提出を明確に区別してい




61）Murphy Chair Co. v. Attorney-General, 148 Mich., 563 (1907).
 Lovett v. Ferguson, 10 S. D., 44 (1897) も参照のこと。関連して、Denny, 156 Ind., 111.
62）20 Nev., 220 (1888).









64）63 Minn., 154 (1895).
65）Nesbit v. People, 19 Colo., 441.Commonwealth v. Griest, 196 Pa.St., 396. State v. Dahl, 6 
N. D., 81. 関連して、Senate File No. 31, 25 Neb., 864. Edwards v. Lesueur, 132 Mo., 441.
People v. Sours, 31 Colo., 379. Warfield v. Vandiver, 101 Md., 78 (1909). State ex rel. 
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まれるべきではないとの示唆を与えた。この論点については Lovett v. Ferguson, 10 
S.D., 44. も参照のこと。
66）People v. Curry, 130 Cal., 82 (1900).







68） 「州憲法が 2 回の連続した議会の議決によってその特定の修正を是認するところ
で、議会の 1 院によっていくつかの修正が提案され、それら修正のうちの 1 または
2 以上が次の会期の議会において否決された場合は、他の点において適式であれば、
双方で承認された部分は有効に州憲法の一部となる。」Jameson, Constitutional 
Conventions, 4th ed., p. 618.
69）72 N. C., 76 (1875).




1 つの修正案が 2 番目の議会によっていくつかの提案へと分割することはできず、
当該立法部と州民双方によって行わなければならないように思われる。立法部の議
決については、1854 年にロードアイランド州裁判所により言及がなされているが、
おそらくそれは、Trustees v. McIver 事件のものの類例である。それは、まず最初の
議会が、9 つの別個の修正条文を 1 議決によって提案し、つぎに続く議会が、9 つ
のうちの 5 つのみを承認し、別々に州民投票に提出したものである。











75）15 Mont., 8 (1894).  State v. Board of Commissioners of Silver Bow County, 34 Mont., 
426 (1906), も参照のこと。これらでは、類似する問題の提起が求められた。
76） この問題に対する裁判所の一般的な態度については、State v. Grey, 21 Nev., 378 
(1893), および Commonwealth v. Griest, 196 Pa.St., 396 (1900). を参照のこと。禁止事
項の修正のケースについて 24 Kan., 700, 710. も参照のこと。
77）78 Nebraska, 379 (1907).














Griest, 196 Pa.St., 396. State ex rel. Morris v. Mason, 43 La.Ann., 590. しかし、ブルーワー
裁判官が示したように、公告が不注意や意図的に不適切になされる可能性はある。
また、このような不正を挫き職務執行令状の請求によって修復することは困難なこ
とであろう。この論点については、State v. Winnett, 78 Neb., 379, 387. も参照のこと。
1905 年に、アイダホ州の立法部は、7 つの修正案を提案した。提案の議決は、1 つ
を除き、すべて公告とその費用に関する特定の条項を含んでいた。この条項が含ま
れていなかった提案の公告と提出のために、州務長官は何の努力もしなかったので










81） Kirby's Digest (Ark.), 1904, secs.2785, 2786. Florida laws, 1905, p.82. ミズーリ州注釈
付法律集（Missouri Annotated Statutes）, 1906, vol. iii, secs.7091, 7094, 7119.
82） Nevada Statutes, 1903, p.204. Iowa Code, 1897, pp.127-128, 402. New Jersey Laws, 1909, 
p.392. North Dakota Revised Codes, 1905, secs.634, 2294-2296. New York Consolidated 
Laws, 1909, ii, 953, iii, 2242.
83） Massachusetts Revised Laws, 1902, i, 91.
84） R. I. General Laws, 1896, p.119.




87） New York Consolidated Laws, iii, 2242.
88） Minnesota General Laws, 1907, p. 166. 見出されるようになるまでは、ミネソタでは、
このプランがとても有用であることは分からなかった。スイスで採用されているこ
れに似たプランについては、Lowell, Governments and Parties in Continental Europe,⑽ 
ii, 275, 276. を参照のこと。
89） Michigan Public Acts, 1905, p.34; Constitution of 1908, art. xvii, sec.3. Hurd’s Revised 
Statutes of Illinois, 1908, pp.146, 147, 988.
90） Nevada Laws, 1887, p.122. 現在、この法律は失効している。
 Laws of 1903, p.204.
91） California Statutes, 1893, p.304; 1899, p.27.
92） Oregon General Laws, 1907, pp.403-405. Oklahoma General Statutes, 1908, p.781.













95）Oklahoma Laws, 1907-1908, p.447.
96）California Statutes, 1909, p.254.






98） オレゴン州法に関する興味深い議論については、論文、Prof. George H. Haynes の




代 2,226.50 ドル、印刷代 5,042.74 ドル、製本代 1,433.45 ドル、封筒代 889 .00 ドル、
郵送料 3,750.00 ドル、事務員人件費 1,023.74 ドル、登録リスト 1,101.55 ドル、荷車
運賃 52.15 ドル、合計 15,519.13 ドル 総合計額のうち、主張の提出者が、用紙代お
よび印刷代として 3,157.17 ドルを支払ったので、州としての全体支出額は 12,361.96





99） 1904 年の公告費用は会計検査官の報告書から得られる。1906 年と 1908 年の数値
は歳出配分承認から得られるものであり、公告の推定費用を表している。1908 年
には、修正案は 2 回投票に付され、そのため、郵送配布費用が上記見積額の 2 倍に
なると思われる。
100）Ohio Laws, 1902, P. 291; 1904, p. 484; 1908, p. 261.
101）Reports of Ohio State Auditor, 1904, p. 30; 1906, p. 31.








ク州知事によってなされ、また 1908 年と 1909 年にヒューズ知事によってなされて
いる。そして、ヒューズ知事の提案を具体化する法案が 1910 年の会期にニューヨー
ク州の上院と下院に上程された。
103）Wyoming laws, 1909, pp.27-28.
 〔未完〕
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